小規模多機能自治推進ネットワーク会議の概要について
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１．概要

この会議は、地域住民が自ら多様な活動や事業でくらしを支える「小規模多機能自治」（概ね小学校区での住民主体のまちづくり）の全国的な推進・連携を目的に、全国の自治体会員を中心とした全国組織で、平成27年2月17日に142会員で設立しました。（その後、徐々に会員数は増加中。）
　
２．設立までの経過

小規模多機能自治に取り組んでいる三重県伊賀市・名張市、兵庫県朝来市、島根県雲南市では、平成25年度に雲南市が幹事市となって総務省「RMO（地域運営組織）による総合生活支援サービスに関する調査研究」事業を受託し、小規模多機能自治の法人格取得方策について研究し、報告書をとりまとめました。

→http://blog.canpan.info/iihoe/img/1403_rmo_houjinka_final.pdf

また、平成26年度においても総務省「RMO（地域運営組織）による総合生活支援サービスに関する調査研究」事業を雲南市が幹事市として受託し、全国各地の小規模多機能自治の現状と課題を調査し、対応策等をとりまとめることとしており、各自治体への個別訪問やブロック円卓会議を全国各地で重ねました。
こうした動きに加え、全国の自治体等相互の情報交換や連携を図っていくことが全国の自治体等にとって有益であると考え、４市共同で設立発起人となり、全国的なネットワーク組織の設立に至ったものです。
３．会則　　　　別紙参照
４．会員　　　　別紙一覧表のとおり　　　※入会は随時受け付けています。
５．役員　　　　代表　　雲南市長
　　　　　　　　副代表　名張市長、朝来市長
　　　　　　　　参与　　伊賀市長
　　　　　　　　　ブロック幹事　北海道ブロック　北海道士別市長
　　　　　　　　　　　　　　　　東北ブロック　　宮城県白石市長
　　　　　　　　　　　　　　　　関東ブロック　　神奈川県茅ヶ崎市長
　　　　　　　　　　　　　　　　信越ブロック　　新潟県村上市長
　　　　　　　　　　　　　　　　北陸ブロック　　富山県南砺市長

　　　　　　　　　　　　　　　　東海ブロック　　静岡県裾野市長
　　　　　　　　　　　　　　　　近畿ブロック　　滋賀県東近江市長

　　　　　　　　　　　　　　　　中国ブロック　　岡山県瀬戸内市長
　　　　　　　　　　　　　　　　四国ブロック　　高知県高知市長
　　　　　　　　　　　　　　　　九州ブロック　　長崎県長崎市長

６．令和元年度活動方針
（１）相互に情報を共有し、相互の施策展開に役立てる。

（２）中間支援組織、市町村、都道府県、国のそれぞれの立場に応じた役割と進度に応じた対応策を中心に情報共有や学び合いの機会を設けていく。特に、中間支援組織の発掘・育成と連携、分野横断連携を推進していく。

（３）引き続き会員拡大に努める。

（４）国の小さな拠点づくり・地域運営組織の動きとできるだけ連携し、相乗効果を発揮するとともに、より実態に即した制度となるよう国へ働きかけていく。とりわけ、法人制度に関する第32次地方制度調査会の動向を注視し、積極的に対応していく。
	時　期
	項　目
	内　　容

	随時
	メーリングリストによる情報交換
	入会情報、ブロック会議情報、研修情報、その他参考情報の提供

	随時
	facebookページによる情報発信・共有
	入会情報、ブロック会議情報、研修情報、その他参考情報の提供

	７月～３月
	ブロック会議
	全国１０か所程度
各ブロックで年２回を目標に開催

	随時
	研修会
	集まりやすい機会を捉え、研修機会を設ける
また、各省庁等の研修会と連携を図る


７．入会方法
別紙入会申込書に必要事項をご記入、押印の上、事務局へ郵送して下さい。
　　　　　　　　
～ 補足説明 ～
概ね小学校区などの単位で「地域自治協議会」や「まちづくり協議会」と称する住民による地域運営組織の結成や再編を促し、そこに財源等を移譲し、地域の主体性を発揮していこうとする施策が全国各地に拡がりつつあります。従来、行政では各部署の縦割りで支援していた各種地域団体や世帯主が中心の自治会・町内会が連携して、幅広い世代と多様な団体が関わる民主的な組織として再編し、自分達で地域の計画を立て、福祉や防犯・防災、地域共同店（農村コンビニ）やコミュニティバスなどのコミュニティビジネス、観光や特産品開発などの地域課題に、自主的に取り組むのが特徴です。こうした取り組みは、平成の大合併をした自治体ばかりではなく、中核市や政令市においても導入されつつあります。
私達はこうした仕組みを「小規模多機能自治」と名付けました。少子高齢化や人口減少に直面する地域コミュニティが、さまざまな機能を発揮することで地域の暮らしの質や持続性が高まることを期待しています。そして、そのような取り組みに挑戦する全国各地の自治体や活動団体等とのネットワークを拡げ、推進していこうとするものです。
平成25年度には、伊賀市（三重県）・名張市（同）・朝来市（兵庫県）・雲南市（島根県）の４市が集まり、小規模多機能自治組織が活動しやすくなるためにどのような法人格があれば良いか共同研究を行い、報告書が公表されています（平成26年2月）。平成26年度からは、近畿や東海、九州など全国各地で「小規模多機能自治を推進するブロック会議」を開催し、相互の情報交換を重ねてきました。
小規模多機能自治組織推進ネットワーク会議は、住民組織の位置づけや拠点づくり、人材育成策など、進度に応じた対応策について自治体間で情報交換するとともに、必要に応じて法人格をはじめとする法制度や規制等に関する政策提言を行うことを狙いとしています。
既に取り組んでいる自治体のほか、これから取り組もうとしている自治体、関心がある自治体など、自治体会員を中心に据えつつ、中間支援組織等の団体や個人であっても入会は拒まないこととしており、随時入会を受け付けています。
※参考
〇 平成26年12月27日に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の「Ⅰ．基本的な考え方」においても、「地域の特性に即して地域課題を解決する。」ことが３つの基本的視点の中の一つとして掲げられています。

〇 小規模多機能自治組織の法人格取得方策に関する共同研究報告書は、以下のURLでご覧い　ただけます。http://blog.canpan.info/iihoe/img/1403_rmo_houjinka_final.pdf（検索キーワード；“小規模多機能” ”法人格”）
〇 国では、小さな拠点の形成、地域運営組織と呼称して推進されており、H28年1月に全国の賛同121自治体とともに行った地方創生大臣、総務大臣への提言書提出をきっかけに、内閣府で有識者会議が設置され、現在議論が重ねられ、平成28年12月13日に報告書がまとめられました。
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiisana_kyoten/rmo_yushikisyakaigi/rmo_yushikisyakaigi-saishuuhoukoku.pdf
○ 総務省においても、平成28年12月22日から地域自治組織のあり方に関する研究会が組織され、平成29年7月7日にその報告書が公表されました。
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei01_02000120.html
（事務局）
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